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ニセコ町の財政の状況  

 

 

 この５年半にわたり、政府はデフレ脱却に向けた経済金融対策、いわゆるアベノミク

スを推進し、成長と分配による好循環の実現に向け取り組みを進めています。 

 現在、経済成長については、名目ＧＤＰと実質ＧＤＰがともに過去最大規模に拡大し

ており、企業収益も過去最高を記録しているといわれ、失業率も２５年ぶりの水準まで

低下しています。一方、非正規雇用の増大をはじめ、格差の拡大が進み、加えて企業の

人手不足や、労働生産性の伸びが低下していることなど、人口減少・少子高齢化が経済

再生と財政健全化の両面で制約要因となり続けると見られています。そのため政府にお

いては、少子高齢化が進む中、持続的な成長経路の実現に向けて潜在成長率を引き上げ

るため、一人ひとりの人材の質を高める「人づくり革命」と、成長戦略の核となる「生

産性革命」に最優先で取り組むとともに、働き方改革を推進していくこととしています。 

 一方で地域においても成長と分配の好循環を実感できるように取り組みを進めてい

る「地方創生」については影を潜めつつあり、依然、地方経済の衰退・地域社会の将来

は深刻と言わざるを得ない状況です。「経済成長頼みの行き詰まり」、「アベノミクス

の限界」を指摘する声も少なくありません。 

 経済成長のため、社会保障等の財源として予定していた消費税率の引き上げ時期の再

延期を実施した政府ですが、「平成３２年度の国と地方の基礎的財政収支の黒字化」の

達成は困難となり、平成３７年まで時期を延期しました。成長の低迷・国の財政悪化に

よっては、地方の基金残高の増加が最近になって問題視されているように、政府の政策

低迷の責任を地方に転嫁する動きがみられ、今後、地方財政に対する一層の切り詰め圧

力が高まることが予想されるところです。 

 ニセコ町における近年の財政状況は、財源として基金等を活用し必要とされる各種の

まちづくり事業や地域経済活性化への取り組みを進めるなど、将来の持続的発展に繋が

るように財政運営を行ってきました。統計データでは、国勢調査結果が２期連続で人口

増加となったほか、外国人観光客など観光入込数も堅調に推移し、これらによって町税

収入も増加傾向が続くなど、その取り組みの成果が現れつつあるところです。 

 平成２９年度は、これまでのまちづくり事業を継続し、教育・子育て環境の充実など

も実施しましたが、大雪に伴う除雪経費の増大により、基金を取崩して活用することと

なりました。しかし、将来の健全な財政運営の確立や今後の有効活用に向け、各種基金

への積立を行ったことから、基金残高は３年連続の増額となりました。 

 町の借金である地方債残高については、新規投資的事業の優先順位付や計画的執行に

より、着実な減少が図られています。平成１５年度のピーク時は全会計で１１０億円を

超えていましたが、現在までに約３割以上を削減しています。しかし、将来的な財政負

担の割合や毎年度の償還（返済）額も決して小さくないこと、また、新庁舎整備といっ

た大型公共事業を予定していることから、今後も財政運営の安定化・リスク管理のため、

地方債残高の適正管理に向けた着実かつ継続した取り組みが必要となっています。 

 引き続き将来の発展・まちづくりの充実に向けて、必要な施策を行いながら、健全な

町財政運営を継続していくために、新たな財源・安定した収入の検討を進めていくほか、

事務事業の見直しなどに取り組んでいくこととしています。  



 3 

一般会計 

 平成２９年度の一般会計決算は、「ニセコ斎場改修工事」や「近藤小学校改修工事」

といった大型事業を実施していますが、歳入歳出ともに前年度決算を下回りました。実

質収支については、1億５，４３０万円（前年度より減）を確保しています。 

 なお、地方債残高は全会計で２億４２０万円減少の７３億８，１５５万円、基金残高

は２，３３４万円増加の１５億９，１６２万円となりました。 

 ≪参考：上記基金のほか、道内の自治体が共同して災害に備えるための積立金（納付

金）として、北海道備荒資金組合納付金があり、ニセコ町の平成２９年度末

の納付金残高は合計１億４,８０８万円となっています。≫ 

 

基金（貯金）・地方債（借入金）の残高推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成２９年度の大きな取り組みとして、これまで懸案となっておりました火葬場を改

修し、装いを新たに「ニセコ斎場」としてオープンしております、また、幼児センター

入園者の増加に伴う増築工事が完了し、定員を１５０人から１８０人に増やし過去最大

の定員数でスタートしております。 

 主な事業として、普通建設事業では、平成２６年度から本格的に着手した「ニセコ斎

場（火葬場）機能向上工事」、子ども数の増加に対応し教育環境の向上を図るため「近

藤小学校校舎改修工事」などを実施しました。また、防災機能を付加した役場庁舎の再

整備に向け「役場庁舎建設事業」に着手するとともに、耐震性能が不足しているニセコ

高校屋内体育館の耐震化に向けた「ニセコ高校屋内体育館耐震改修事業」に着手したほ

か、堆肥センターの「タイヤショベル更新」などを実施しています。このほか「公営住

宅改善事業」や「羊蹄近藤連絡線歩道設置事業」、「芙蓉橋補修事業」など社会基盤の整

備更新も進め、間接補助事業としては「中心経営体農地集積促進事業」や「多面的機能

支払交付金事業」により農畜産業の基盤整備等を支援し産業振興を図っています。 

単位：億円 
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 ソフト事業では、付加価値や生産性向上に向け「クリーン農業総合推進事業」や「土

づくり対策事業」、観光地の魅力アップとして「ニセコ周遊バス運行事業」、「観光コン

テンツ創出事業」、起業等支援として「にぎわいづくり起業者等サポート事業」など、

本町の基幹産業である農業と観光、さらに商業の振興に力を注ぎました。また「子ども

医療費無償化制度」や「キッズカード事業」、外国語教育や特別支援教育など、福祉・

子育て施策も継続して実施しています。 

 環境面の取り組みでは、「エネルギー構造高度化・転換理解促進事業」により、新庁

舎をはじめとした公共施設への ZEB（年間の一次エネルギー消費量が正味ゼロまたはマ

イナスの建物）推進に向けた考え方の整理、観光事業者の CO2 削減の取り組みに対する

理解を深める取り組みを進めています。 

 また、国の直営事業となりますが、本町はじまって以来の大規模公共事業といえる「国

営緊急農地再編整備事業」について、平成２７年度から念願の着工となっています。 

 なお、平成２９年度に予算計上していますが、国の予算措置の時期などにより、「担

い手確保・経営強化支援事業」及び「畑作構造転換事業」に係る予算（一般会計合計３，

７７９万円）を平成３０年度に繰り越しています。 

 

翌年度への繰越事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜一 般 会 計＞ 単位：万円

未収入特定財源

調 定 未 済 額

道支出金

939

道支出金

2,840

3,779 0 3,779 0一般会計合計

0

　６　農林水産業費 畑 作 構 造 転 換 事 業 2,840 0 0

既収入特定財源 一般財源

繰
越
明
許
費

　６　農林水産業費
担 い 手 確 保 ・ 経 営 基 盤
強 化 事 業

939 0

区分 款 事　　 業 　　名 翌年度繰越額

左 の 財 源 内 訳
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決算状況                             （単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成２９年度の一般会計歳入総額は４５億４，１９５万円となり、対前年度△１億４，

７２６万円の減（３．１％減）と、前年度よりやや減額となりました。 

 主要財源である地方交付税は、１７億１，７８２万円となり対前年度△６，７４８万

円の減、臨時財政対策債を含めた実質的な普通交付税についても、町税収入の増額によ

り△６，６６２万円の減少となっています。 

 国庫支出金では、平成２８年度に地方創生加速化交付金事業などを実施したことによ

り前年度対比で△７，８８５万円の減（２４．６％減）、道支出金においても、平成２

８年度に農畜産業基盤整備等の間接補助事業を実施したことにより前年度比で△１億

７，０３５万円減（４３．１％減）となり、国道支出金ともに大幅な減額となりました。

一方、町債は２，１９４万円(４．６％増)となっています。 

 町税については、景気回復基調や観光入込の増加を受けたばこ税を除く税目で増加、

特に町民税や固定資産税で大きく増え、＋７，９４２万円（９．８％増）の大幅な増加

となりました。 

 

 平成２９年度一般会計歳出総額は４３億８，７６５万円と前年度対比△１億３，２５

１万円の減（２．９％減）と、歳入同様、前年度よりやや減額となりました。 

 款別では、総務費の減は昨年度に情報セキュリティ強靭化が完了したこと、衛生費の

増はニセコ斎場（火葬場）機能向上改修工事を実施したこと、農林水産業費の減は前年

度に農畜産業基盤整備等間接補助事業が完了したこと、商工費の増は綺羅乃湯改修工事、

中央泉源ポンプ取替工事を実施したこと、土木費の増は記録的な大雪に伴い除雪経費が

増加したこと、教育費の減は前年度に幼児センター増築工事が完了したことによるもの

となっています。 

 公債費は８８９万円減少しており、今後は横ばい傾向が続く見込みとなっています。 

 財政（決算）の状態を示す指標のうち、実質収支は１億５，４３０万円の黒字です。

なお、前年度繰越金の減少と財政調整基金の取崩しにより、実質単年度収支は４，４５

７万円の赤字となりました。財政の弾力性を示す経常収支比率は、分子となる経常的経

費一般財源分（除雪経費等の維持補修費など）が増加となり、８５．６％と前年度から

０．７ポイントの上昇となりました。 

 

平成２９年度 ① 平成２８度 ② 増減額 ③=①-② 増減率 ③／②

歳入合計  Ａ 4,541,959 4,689,227 △ 147,268 △ 3.1

歳出合計　Ｂ 4,387,656 4,520,175 △ 132,519 △ 2.9

歳入歳出差引額　Ｃ＝Ａ－Ｂ 154,303 169,052 △ 14,749 △ 8.7

翌年度に繰越すべき財源　Ｄ 0 129 △ 129 △ 100.0

実質収支額　Ｅ＝Ｃ－Ｄ 154,303 168,923 △ 14,620 △ 8.7

単年度収支額　F＝今年度E-前年度E △ 14,620 2,675 △ 17,295 △ 646.5

財政調整基金積立額　G 41 14,561 △ 14,520 △ 99.7

繰上償還額　H 0 0 0 -

財政調整基金取崩し額　I 30,000 0 30,000 -

実質単年度収支額　J＝F+G+H-I △ 44,579 17,236 △ 61,815 △ 358.6

区　　分

決
算
収
支
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 「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく健全化判断比率は、いずれの

指標も早期健全化基準を下回る結果となっています。 

 

   健全化判断比率（平成２９年度決算に基づく算定結果） 

健全化判断比率の指標 ニセコ町算定値 早期健全化基準 

実質赤字比率 － １５．０％ 

連結実質赤字比率 － ２０．０％ 

実質公債費比率 １２．２％ ２５．０％ 

将来負担比率 ４１．４％ ３５０．０％ 

 ※実質赤字比率及び連結実質赤字比率はない（「－」は黒字であることを表す） 

【実質赤字比率】一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率 

【連結実質赤字比率】全会計を対象とした実質赤字（又は資金の不足額）の標準財政規模に対する比率 

【実質公債費比率】一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率 

【将来負担比率】一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率 

 

 健全化判断比率のうち実質公債費比率は、公債費の減少により１２．２％と△０．８

ポイントの比率改善となりました。また、地方債残高の減少が進み、基金も増加となっ

たことから将来負担比率４１．４％と△４．８ポイントの大きな改善となりました。 

 これらの比率は今後も長期的には減少すると見込んでいますが、将来にわたる公債費

負担と財源確保のバランス、各種公共事業の実施による短期的な変動に今後も留意する

必要があります。 

 

財政状況指数の推移  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(※)経常収支比率   経常的経費に充当した一般財源  ×１００ 

                   経常一般財源  
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一　般　会　計 ※繰越含む、決算書ベース
（歳入） （単位：千円、％）

款 予算現額 調定額 収入済額
不　納
欠損額

収　入
未済額 収納率 構成比

1.町税 879,225 895,686 887,847 295 7,544 99.1 19.5
2.地方譲与税 53,348 53,348 53,348 100.0 1.2
3.利子割交付金 838 838 838 100.0 0.0
4.配当割交付金 1,205 1,205 1,205 100.0 0.0
5.株式等譲渡所得割交付金 1,232 1,232 1,232 100.0 0.0
6.地方消費税交付金 94,898 94,898 94,898 100.0 2.1
7.ゴルフ場利用税交付金 3,748 3,749 3,749 100.0 0.1
8.自動車取得税交付金 13,282 13,282 13,282 100.0 0.3
9.地方特例交付金 1,250 1,250 1,250 100.0 0.0
10.地方交付税 1,918,492 1,918,492 1,918,492 100.0 42.2
11.交通安全対策特別交付金 667 667 667 100.0 0.0
12.分担金及び負担金 34,989 35,125 34,980 145 99.6 0.8
13.使用料及び手数料 157,661 156,255 154,313 1,942 98.8 3.4
14.国庫支出金 240,436 241,774 241,774 100.0 5.3
15.道支出金 263,221 225,296 225,296 100.0 5.0
16.財産収入 36,633 38,227 38,227 100.0 0.8
17.寄付金 12,048 12,045 12,045 100.0 0.3
18.繰入金 74,173 55,859 55,859 100.0 1.2
19.繰越金 169,051 169,052 169,052 100.0 3.7
20.諸収入 154,262 141,411 139,730 1,681 98.8 3.1
21.町債 507,275 493,875 493,875 100.0 10.9

合　　計 4,617,934 4,553,566 4,541,959 295 11,312 99.7 100.0
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 町税の収納状況は、収入総額８億８，７８４万円で前年度対比＋７，９４２万円（＋

９．８％）の大幅な増加となりました。個人町民税で約＋２，８００万円、法人町民税

で約＋７００万円、固定資産税で約＋４，３００万円の増収など、たばこ税を除く税目

で収入が増加しました。また、徴収率においても滞納繰越分を含め９９．１％と０．６％

増加となっており、滞納対策の成果や景気回復基調が見受けられます。 

  

町税の状況
（単位：千円、％）

区
分

予算現額 調定額 収入済額 未収入額 徴収率

個人 218,244 228,009 225,990 2,019 99.1
法人 74,600 74,869 74,690 179 99.8
計 292,844 302,878 300,680 2,198 99.3

一般 455,700 457,320 456,289 1,031 99.8
交付金 106 106 106 0 100.0

計 455,806 457,426 456,395 1,031 99.8
軽自動車税 13,193 13,310 13,202 108 99.2
町たばこ税 31,110 31,125 31,125 0 100.0
入湯税 81,970 82,013 82,013 0 100.0

874,923 886,752 883,415 3,337 99.6
個人 2,700 4,608 2,716 1,755 58.9
法人 1 110 10 50 9.1
計 2,701 4,718 2,726 1,805 57.8

固定資産税 1,600 4,037 1,675 2,266 41.5
軽自動車税 1 179 31 136 17.3

4,302 8,934 4,432 4,207 49.6
879,225 895,686 887,847 7,544 99.1

滞
納
繰
越
分

税　　目

固定資産税

町民税

町民税

合　　　　計

計

計

現
年
課
税
分
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 歳出総額では前年度よりやや減額となっており、款別では大型公共事業の実施などの

有無により増減があります。大きく増加となっている款のうち、衛生費はニセコ斎場機

能向上改修事業実施による増。土木費は大雪による除雪経費の増。逆に大きく減少とな

っている款のうち、総務費は前年度のセキュリティ強靭化事業による減。農林水産業費

は前年度の農畜産業基盤整備等事業（間接補助）による減。教育費は前年度の幼児セン

ター増築による減となっています。 

  

※繰越含む、決算書ベース
（歳出） （単位：千円、％）

款 予算現額 支出済額
翌年度
繰越額 不用額 執行率 構成比

1.議会費 48,706 47,906 800 98.4 1.1
2.総務費 1,256,612 1,176,264 80,348 93.6 26.8
3.民生費 491,799 475,237 16,562 96.6 10.8
4.衛生費 394,002 379,580 14,422 96.3 8.7
5.労働費 2,038 2,038 0 100.0 0.0
6.農林水産業費 247,990 201,392 37,798 8,800 81.2 4.6
7.商工費 130,333 121,315 9,018 93.1 2.8
8.土木費 496,700 489,706 6,994 98.6 11.2
9.消防費 172,142 168,474 3,668 97.9 3.8
10.教育費 638,106 593,149 44,957 93.0 13.5
11.災害復旧費 14,869 13,970 899 94.0 0.3
12.公債費 723,716 718,625 5,091 99.3 16.4
13.予備費 921 0 921 0.0 0.0

合　　計 4,617,934 4,387,656 37,798 192,480 95.0 100.0
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 平成２９年度の国民健康保険事業特別会計は、歳入総額が２億６，４３６万円で前年

度対比△１，８２８万円（△６．５％）となりました。国民健康保険税の徴収率は、不

能欠損分や滞納繰越分を含めたもので２．６ポイント増加し、９３．９％となっており、

町税同様、滞納対策の効果や景気回復傾向が伺えます。 

 歳出総額は２億６，３５５万円となり、前年度対比△１，７９１万円（△６．４％）

となりました。 

 なお、収支見込みから、国民健康保険基金を６２０万円取崩し、繰入しております。 

 実質収支は８１５万円の黒字で平成３０年度へ繰り越しています。 

 

 なお、国民健康保険基金の平成２９年度末現在高は、昨年度より△６２０万円の１，

６３２万円となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

  

国民健康保険事業特別会計
（歳入） （単位：千円、％）

款 予算現額 調定額 収入済額
不納

欠損額
収入

未済額
収納率 構成比

1.国民健康保険税 181,629 194,618 182,683 890 11,045 93.9 69.1

2.財産収入 2 0 0 - 0.0

3.繰入金 65,338 62,985 62,985 100.0 23.8

4.繰越金 1,186 1,186 1,186 100.0 0.4

5.諸収入 5,153 5,155 5,155 100.0 1.9

6.国庫支出金 12,359 12,359 12,359 100.0 4.7

合　　計 265,667 276,303 264,368 890 11,045 95.7 100.0

（歳出） （単位：千円、％）

款 予算現額 支出済額
翌年度
繰越額

不用額 執行率 構成比

1.総務費 264,930 262,897 2,033 99.2 99.8

2.保険事業費 49 48 1 98.0 0.0

3.基金積立金 2 0 2 0.0 0.0

4.諸支出金 686 608 78 88.6 0.2

5.予備費 0 0 0 - 0.0

合　　計 265,667 263,553 0 2,114 99.2 100.0



 11 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成２９年度の後期高齢者医療特別会計は、歳入総額が５，１７９万円で前年度対比

＋２７７万円（＋５．７％）となりました。 

 歳出総額は５，１６２万円となり前年度対比＋２６６万円（＋５．４％）となってい

ます。 

 実質収支は１６万円の黒字で、平成３０年度へ繰り越しています。 

  

後期高齢者医療特別会計
（歳入） （単位：千円、％）

款 予算現額 調定額 収入済額
不納

欠損額
収入

未済額
収納率 構成比

1.後期高齢者医療保険料 32,974 32,853 32,937 94 △ 178 100.3 63.6

2.繰入金 18,743 18,738 18,738 100.0 36.2

3.繰越金 100 60 60 100.0 0.1

4.諸収入 60 58 58 100.0 0.1

合　　計 51,877 51,709 51,793 94 △ 178 100.2 100.0

（歳出） （単位：千円、％）

款 予算現額 支出済額
翌年度
繰越額

不用額 執行率 構成比

1.総務費 643 493 150 76.7 1.0

2.後期高齢者医療広
域連合納付金

51,077 51,076 1 100.0 98.9

3.諸支出金 58 58 0 100.0 0.1

4.予備費 99 0 99 0.0 0.0

合　　計 51,877 51,627 0 250 99.5 100.0
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 平成２９年度の簡易水道事業特別会計は、歳入総額が２億２，６３１万円で前年度対

比△１，４５８万円（△６．１％）とやや減少しました。これは前年度に水道施設更新

事業を実施したことによる国庫支出金及び町債の減少が主な要因となります。水道使用

料では、＋３４８万円（＋３．７％）の増加です。 

 歳出総額は２億２，５８９万円となり前年度対比△１，４５０万円（△６．０％）と

なりました。歳入同様、前年度に水道施設更新事業を実施したことによるものとなって

います。 

 実質収支は４１万円の黒字で、平成３０年度へ繰り越しています。 

 なお、簡易水道事業特別会計は黒字のため、財政健全化法における資金不足比率は生

じませんでした（経営健全化基準は資金不足比率２０．０％以上）。 

  

簡易水道事業特別会計
（歳入） （単位：千円、％）

款 予算現額 調定額 収入済額
不納

欠損額
収入

未済額
収納率 構成比

1.使用料及び手数料 91,686 97,994 97,059 935 99.0 43.0

2.国庫支出金 － 0.0

3.繰入金 41,631 36,000 36,000 100.0 15.9

4.繰越金 200 505 505 100.0 0.2

5.諸収入 17,362 20,936 20,936 100.0 9.3

6.町債 73,500 68,000 68,000 100.0 30.0

7.道支出金 3,813 3,813 3,813 100.0 1.7

合　　計 228,192 227,248 226,313 0 935 99.6 100.0

（歳出） （単位：千円、％）

款 予算現額 支出済額
翌年度
繰越額

不用額 執行率 構成比

1.総務費 16,551 16,445 106 99.4 7.3

2.管理費 149,987 147,797 2,190 98.5 65.3

3.公債費 58,100 58,099 1 100.0 25.7

4.予備費 0 0 0 - 0.0

5.災害復旧費 3,554 3,553 1 100.0 1.6

合　　計 228,192 225,894 0 2,298 99.0 100.0
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 平成２９年度の公共下水道事業特別会計の歳入総額は、２億３，５０１万円で前年度

対比＋３，４７３万円（＋１７．３％）となりました。下水道管理センターの長寿命化

工事を実施（平成２８年度からの２か年事業）したことによる、国庫支出金及び町債の

増が主な要因となります。下水道使用料では、９２万円（＋２．４％）の増加です。 

 歳出総額は２億３，４５６万円となり、前年度対比＋３，４６３万円（＋１７．３％）

でした。歳入同様、下水道管理センターの長寿命化工事の実施によるものとなっていま

す。 

 実質収支は４４万円の黒字で、平成３０年度へ繰り越しています。 

 なお、公共下水道事業特別会計は黒字のため、財政健全化法における資金不足比率は

生じませんでした（経営健全化基準は資金不足比率２０．０％以上）。 

 

 

  

公共下水道事業特別会計
（歳入） （単位：千円、％）

款 予算現額 調定額 収入済額
不納

欠損額
収入

未済額
収納率 構成比

1.分担金及び負担金 51 500 500 100.0 0.2

2.使用料及び手数料 38,204 39,888 39,442 446 98.9 16.8

3.国庫支出金 37,163 37,164 37,164 100.0 15.8

4.繰入金 120,896 119,000 119,000 100.0 50.6

5.繰越金 150 348 348 100.0 0.1

6.諸収入 2,000 4,258 4,258 100.0 1.7

7.町債 36,500 34,300 34,300 100.0 14.6

合　　計 234,964 235,458 235,012 0 446 99.8 100.0

（歳出） （単位：千円、％）

款 予算現額 支出済額
翌年度
繰越額

不用額 執行率 構成比

1.総務費 18,838 18,570 268 98.6 7.9

2.管理費 37,191 37,132 59 99.8 15.9

3.建設改良費 76,184 76,149 35 100.0 32.5

4.公債費 102,750 102,714 36 100.0 43.8

5.予備費 1 0 1 - 0.0

合　　計 234,964 234,565 0 399 99.8 100.0
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 平成２９年度の農業集落排水事業特別会計は、歳入総額が４８９万円で前年度対比△

１６万円（△３．２％）となりました。 

 歳出総額も４７３万円となり前年度対比△２１万円（△４．３％）でした。農業集落

排水事業は、隣接する蘭越町との広域事業により行っていますが、処理場のある蘭越町

での施設維持管理経費の減少によるものとなっています。 

 実質収支は１６万円の黒字となり、平成３０年度へ繰り越しています。 

 なお、農業集落排水事業特別会計は黒字のため、財政健全化法における資金不足比率

は生じませんでした（経営健全化基準は資金不足比率２０．０％以上）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農業集落排水事業特別会計
（歳入） （単位：千円、％）

款 予算現額 調定額 収入済額
不納

欠損額
収入

未済額
収納率 構成比

1.分担金及び負担金 1 0 0 - 0.0

2.使用料及び手数料 403 485 485 100.0 9.9

3.繰入金 5,246 4,300 4,300 100.0 87.8

4.繰越金 50 114 114 100.0 2.3

合　　計 5,700 4,899 4,899 0 0 100.0 100.0

（歳出） （単位：千円、％）

款 予算現額 支出済額
翌年度
繰越額

不用額 執行率 構成比

1.総務費 21 21 0 100.0 0.4

2.管理費 2,150 1,246 904 58.0 26.3

3.公債費 3,479 3,466 13 99.6 73.2

4.予備費 50 0 50 0.0 0.0

合　　計 5,700 4,733 0 967 83.0 100.0


